
（令和２年１０月１日現在）

役　職 氏　名 就任年月日

昭和５８年  ９月 カーネギーメロン大学計算機科学科　Research Associate
平成２１年１０月 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科委員長

平成２７年１０月
慶應義塾大学環境情報学部教授／大学院政策・メディア研
究科委員

平成　元年４月 郵政省採用
平成２６年７月 内閣官房内閣参事官（内閣官房副長官補付）
平成２８年６月 公益社団法人日本経済研究センター主任研究員
平成３０年４月 総務省情報通信政策研究所長

平成　元年４月 郵政省採用
平成２９年７月 総務省総合通信基盤局電波部電波政策課長
平成３０年７月 国立研究開発法人情報通信研究機構執行役

昭和６１年４月 郵政省（電波研究所）採用

平成２３年４月
独立行政法人情報通信研究機構ワイヤレスネットワーク
研究所長

平成２５年４月 独立行政法人情報通信研究機構執行役

平成　４年４月 郵政省（通信総合研究所）採用
平成２９年７月 国立研究開発法人情報通信研究機構経営企画部長
平成３０年４月 国立研究開発法人情報通信研究機構執行役

昭和５９年　４月 日本電信電話公社（現　日本電信電話株式会社）入社

平成２４年  ７月
日本電信電話株式会社サービスイノベーション総合研究所
サービスエボリューション研究所長

平成２７年  ６月 ＮＴＴエレクトロニクス株式会社取締役

平成  元年４月 郵政省採用
平成２６年７月 内閣官房内閣参事官（郵政民営化推進室担当）
平成２８年６月 地方職員共済組合事務局長

昭和５４年４月 東京芝浦電気株式会社（現　株式会社東芝）入社
平成１７年７月 株式会社東芝研究開発センター技監
平成２０年７月 株式会社東芝研究開発センター首席技監

（注）この役員経歴は、「特殊法人等整理合理化計画」（平成１３年１２月１９日閣議決定）及び「公務員制度改革大綱」（平成１３年
　　　１２月２５日閣議決定）に基づき公表するものです。

(役員出向）

平成26年4月1日

令和2年4月1日
(役員出向）

平成31年4月1日
(役員出向）

令和2年4月1日

平成29年7月12日

平成31年4月1日

監　事
（非常勤）

井上　知義

野崎　雅稔

矢野　博之

徳永　誠司

土井　美和子

監　事

理　事 茨木　久

国立研究開発法人情報通信研究機構役員一覧

経　　　　　　　　歴

理　事

理　事

理　事

理事長 徳田  英幸 平成29年4月1日

理　事 門脇　直人 平成29年4月1日


